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放送コンテンツ（アニメ含む）の適正な製作取引の推進

に関する取組状況

資料４



1放送コンテンツ（全体）の適正な製作取引の推進に関する取組状況
平成30年度 平成31年度

10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 4⽉ 5⽉ 6⽉

放送コンテンツの
適正な製作取引の
推進に関する検証・

検討会議

総務省
フォローアップ調査
（アンケート調査）

放送コンテンツ
適正取引
推進協議会

総務省・中企庁
ガイドライン講習会

調査実施
（1/11〜2/28）

10/29

（反映）

（反映）

（報告）
第１回 第２回

11/30 12/21

論
点
整
理

第３回

下請ＷＧ

（報告）
第４回

（WG第1回合同）
第５回

（WG第2回合同）

1/28 2/22

取引実態調査（ヒアリング調査）
（6⽉〜11⽉）

・放送局（東京･⼤阪･仙台15社）
・製作会社（東京・⼤阪・仙台 17社）
・元請アニメ制作会社（東京3社）

番
組
製
作
会
社

関
係
団
体

プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン

放
送
事
業
者

関
係
団
体

プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン

3/20

第６回
（WG第3回合同）

第7回
（WG第4回合同）

第9回
（WG第6回合同）

4/25

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

改
訂
案
検
討
②
、

周
知
徹
底
方
策
の

検
討
等

6/20

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

改
訂
案
決
定

等

平成30年度計画 ⾃⼰点検
（1/11〜2/28）

下請ＷＧ

10/15
5/30

第8回
（WG第5回合同）

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

改
訂
案
検
討
③
、

周
知
徹
底
方
策
の

検
討
等

公
表

策
定
・
公
表

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

改
訂
案
検
討
①

（
事
務
局
素
案
）

（報告・反映）

2/21

講
習
会

（
大
阪
）

協議会テキスト・下請法管理ツールの作成、配布等

全業界団体
に意⾒照会

（連携）

回収・確認・取りまとめ

⾃主⾏動
計画

平成31年度計画

（反映）

回収・確認・取りまとめ

（報告）

講
習
会

（
東
京
①
）

講
習
会

（
東
京
②
）

2/1 2/28
講
習
会

（
福
岡
）

講
習
会

（
大
阪
①
）

講
習
会

（
大
阪
②
）

3/1 3/82/19

（連携）

（反映）意⾒公募
（パブコメ）

下請ＷＧ

4/17
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平成30年度 平成31年度

〜１０⽉ １１⽉ １２⽉ １⽉ ２⽉ ３⽉ ４⽉ ５⽉ ６⽉

放
送
事
業
者

番
組
製
作
会
社

放送コンテン
ツの適正な製
作取引の推進
に関する検
証・検討会議
（再掲）

ア
ニ
メ
制
作
会
社
︑
ア
ニ
メ

シ

ン
ク
リ
エ
イ
タ

アニメーション制
作者実態調査

下請Ｇメン等に
よるヒアリング

メディア業界にお
ける労働時間と
働き⽅に関する
調査

第１回 第３回

下請法に基づく
調査

放送コンテンツ（アニメ）の適正な製作取引に関する取組状況

調査票
発送

アンケート
発送

アンケート
回収

各
種
調
査
の
取
り
ま
と
め
を
踏
ま
え
︑

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
改
訂
等
の
具
体
的
な
取
組
を
実
施

調査票
回収

ヒアリング
実施

アンケート
回収

TV番組（アニメ）製作取引に関わるアニメ制作会社・クリエイターについてヒアリング
やアンケートによる調査を実施。調査結果を踏まえ、今後下請ガイドラインを改訂。

アンケート
発送

第２回
下
請
等
中
⼩
企
業
の
取
引
条
件
改
善
に
関
す
る
Ｗ
Ｇ
に
て
論
点
整
理

アンケート
集計・分析

第４回 第５回 第６回 第７回

（報告）

検討会議

アンケート
取りまとめ

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
意
⾒
公
募
︵
パ
ブ
コ
メ
︶
開
始

第８回 第９回

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
改
訂
素
案
を

制
作
会
社
︑
ク
リ
エ
イ
タ
ー
の
各
団
体
と
す
り
合
わ
せ
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番組製作会社からの回答状況

メディア別 対象社数 回答数

地上基幹放送事業者※2、3 128社（NHK含む） 128社
（100%）

衛星系放送事業者※2、3、4 6社（⺠放連加盟）
81社（衛放協加盟）

72社
（82.8%）

ケーブルテレビ事業者※5 363社 285社
（78.5%）

回答数︓485社
（対象社数578社 回答率83.9％、有効回答数︓338社）

【参考】前回（平成29年度）調査は583社を対象、回答数︓45 7社、回答率︓78 .4%

団体名等 対象社数 回答数

全⽇本テレビ番組製作社連盟（ATP） 125社※7 49社※7  
（39.2％）

全国地域映像団体協議会 （NRA） 138社※7 61社※7
（44.2％）

⽇本映像事業協会（JVIG） 129社※7 44社※7
（34.1％）

⽇本動画協会（AJA） 57社※7 17社※7
（29.8％）

団体未加盟
（⺠間放送年鑑2013に掲載されている番組製作会社等）

738社 146社
（19.８％）

回答数︓300社※6

（対象社数1,149社 回答率26.1％、有効回答数︓248社）
【参考】前回（平成29年度）調査は1,164社を対象、回答数︓2 65社、回答率︓22 .8%

回答状況
回答数の合計︓7８５社（対象社数1,7２７社 回答率４５．５％、有効回答数︓５８６社※1）

【参考】前回（平成29年度）調査は1,747社を対象、回答数︓7 22社、回答率︓41 .3%
※1 有効回答数︓回答数の合計から「今期は放送コンテンツの製作取引の実績なし」との回答19 9社を除いた回答数

※2 地上基幹放送事業者及び衛星系放送事業者は、テレビジョン放送を⾏う社を対象
※3 NHKは地上基幹放送事業者、放送⼤学学園は衛星系放送事業者として集計
※4 衛星系放送事業者には、番組供給事業者を含む。
※5 ケーブルテレビ連盟加盟社を対象

放送事業者からの回答状況
（内訳）

「放送コンテンツの製作取引適正化に関するガイドライン」
平成30年度フォローアップ調査のポイント（１）

※6 無記名回答1社を含む。
※７ 複数の団体に加盟している番組製作会社︓対象社数38社、回答数18社

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H29(N=217)

H30(N=248)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H29(N=332)

H30(N=338) 常に発注書⾯の交付を
受けていた 55.6%

常に発注書を交付していた
84.3%

常に発注書⾯の交付を
受けていた 59.4%

発注書⾯の交付をした場合と、
していなかった場合があった。13.3%

発注書⾯の交付をした場合と、
していなかった場合があった。10.2%

発注書⾯の交付を全く
していなかった。4.4%

発注書⾯の交付を全く
していなかった。3.9%

無回答 1.8%

無回答 1.5%

無回答 6.0%
発注書⾯の交付を全く
受けなかった。5.6%

常に発注書を交付していた
80.5%

発注書⾯の交付を受け
た場合と、受けなかっ

た場合があった。
34.1%

発注書⾯の交付を受け
た場合と、受けなかっ

た場合があった。
32.7%

発注書⾯の交付を全く受けなかった。5.5%

無回答 0.9%

【放送事業者】 【番組製作会社】書⾯の交付
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

H29(N=172)

H30(N=89)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H29(N=287)

H30(N=152)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H29(N=217)

H30(N=248)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H29(N=332)

H30(N=338)

取引価格等の決定（事前協議の有無）

【放送事業者】 【番組製作会社】

「放送コンテンツの製作取引適正化に関するガイドライン」
平成30年度フォローアップ調査結果のポイント（２）

事前に⼗分な協議の機会を
設けられていた 70.0%

事前に⼗分な協議の機会を
設けていた 98.5%

設けない等の場合があった 0.9%

無回答
0.6%

全ての番組について事前に
⼗分な協議をした

77.8%

番組製作会社と以前に同種⼜は類似の番組に関し協議により
定めた製作費の額を基準として決定していた 20.7%

協議をしなかった0.6%

設けられていな
い等の場合が
あった27.2%

無回答 2.8%

無回答 2.0%

協議は⾏っておらず、放
送事業者が提⽰する条件

に従っていた 7.3%

協議を⾏ってい
る場合と、⾏っ
ていない場合が

あった。
12.9%

放送事業者と以前に同種⼜は類似の番組に関し協議により
定めた製作費の額を基準として決定していた 28.6%

全ての番組について、事前に⼗
分な（両者が納得するまでの）

協議をした 49.2%

計77.8％計98.5％

著作権の帰属（事前協議の有無）
【放送事業者】 【番組製作会社】

設けられていない等の
場合があった 33.1%

無回答 3.5%

全ての番組につい
て事前に⼗分な協

議をした
23.6%

放送事業者と事前の協議により
定めたルール・契約ひな形に
基づき著作権の譲渡を決定

していた 39.3%

協議をしている場合と、
していない場合があった

7.9%

協議をしなかった
6.7%

事前に⼗分な協議の機会を
設けられていた 63.4%

計62.9％

事前に⼗分な協議の機会を
設けていた 90.2%

全ての番組について、事前
に⼗分な協議をした

59.9%

番組製作会社と事前の協議
により定めたルール・契約
ひな形に基づき著作権の譲
渡を決定していた 34.9%

設けない等の場合があった 9.1%

無回答 0.7%

協議をしている場合と、
していない場合があった。 2.0%

⾃ら（御社）が提⽰する条件
に従わせており、協議はしな

かった。 1.3%

協議をしなかった
1.3%

計94.7％

放送事業者が提⽰する条件に従っており、
協議はしなかった 22.5%



5「放送コンテンツの製作取引適正化に関するガイドライン」⾒直しの主なポイント

１．全体構成の見直し
現⾏版は、「問題となりうる事例」を中⼼に、具体的事例を解説する形で関係法令や留意点等について説明されているが、
主要な論点が効率的に把握できるよう、取引価格の決定、著作権の帰属といった⼤きなテーマごとに再構成・整理。

２．対象範囲・定義の明確化
現⾏版では、下請法の対象となる取引（情報成果物作成委託や役務の再委託）の範囲や定義（線引き、外縁）について不
明な部分があるため、それらを分かりやすく明確化。

3．事前協議の重要性を強調
取引価格の決定、著作権・⼆次利⽤窓⼝業務の取扱い、取引内容の変更・やり直し等に関し、現⾏版においても関係者による
協議が必要である旨記述されているが、本ガイドラインの「フォローアップ調査」によると、局と製作会社の間において認識が乖離して
いることが明らかとなっていることから、各事項において事前協議の重要性を強調し、推奨。

4．ベストプラクティスの充実
現⾏版においても望ましいと考えられる事例の紹介は⼀部なされているが、適正な取組を更に促進するため、書⾯交付、⽀払遅
延防⽌等を担保する発注管理システムの導⼊や、社内での下請法セミナーの開催など、実態に即した望ましい事例を増加。

5．概要版（簡易版）の作成
現⾏版は54ページ、改訂版も60ページを超える⾒込みであるが、現場で実務に携わる⼈が簡易に参照できるよう、数枚程度の
「概要版」（簡易版）を作成。



6アニメーション制作者実態調査2019（⽂化庁「平成30年度メディア芸術連携促進事業」）

○就業形態

（参考２）携わったことがある案件

・約７割がフリーランス。正社員は１５％程度。

・特に、作画制作は８割がフリーランス。

・案件は、テレビシリーズ（30分番組等）が多い。

会社役員, 2%

正社員, 14.7%
契約社員, 6%

アルバイト・パート, 
0.5%

派遣社員, 0.0%フリーランス 69.6%

その他, 4% 無回答, 3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

（参考１）職種別のフリーランス割合

アニメーション制作者実態調査2019（⽂化庁「平成30年度メディア芸術連携促進事業」）をもとに経産省で作成



7アニメーション制作者実態調査2019（⽂化庁「平成30年度メディア芸術連携促進事業」）

○契約締結状況

・基本契約 ・発注書

・契約締結に関する意向

⇒ 発注書が交付されている⼈は半数以下。

⇒ ８割以上が、契約締結を希望している。

⇒ 全く契約書を取り交わして
いない⼈が４割弱。

アニメーション制作者実態調査2019（⽂化庁「平成30年度メディア芸術連携促進事業」）をもとに経産省で作成



8「アニメーション制作における下請ガイドライン」⾒直しの主なポイント
１．スケジュール管理の改善

・ ①スケジュール管理の重要性、②スケジュール管理は製作委員会の責務であること等を追記
・ デジタルツールを活⽤したスケジュール改善事例を追記（作画の受け渡しをオンライン上で⾏うことにより、集配にかかる時間が
削減された。）

２．契約書、発注書の取り交わしの適正化
・ ①契約書・発注書の交付の意義、②不交付に対する具体的な罰則を追記
・ 各制作⼯程に応じた発注書の記載事項を整理
・ ⾦額等の発注条件を定める際には、数量だけでなく内容や納期も考慮する必要がある旨を追記

３．発注書⾯のひな型の作成
・ 制作⼯程ごとの発注書⾯のひな型を作成

４．ベストプラクティスの充実
【契約書・発注書の交付】
・ 「親事業者とメール、SNS等により発注内容のやり取りをしており、親事業者から来た連絡を保存している。」
・ 「契約書を事前に取り交わしていたことで、企画倒れとなった案件でも既作業分の代⾦が円滑に⽀払われた。」
【スケジュール管理】
・「作業前にイメージのすり合わせを⾏うなど発注内容を明確化し、やり直しによるスケジュール遅延を防⽌。」
・「発注者側が、下請事業者に対して細やかな進捗管理などのスケジュール管理を⾏っている。」

5．概要版（簡易版）の作成
ガイドラインは⼤部であるため現場で実務に携わる⼈が簡易に参照できるよう、数枚程度の「概要版」（簡易版）を作成。



9放送コンテンツ適正取引推進協議会
平成30年度⾃主⾏動計画（推進計画）に関するフォローアップ調査のポイント

【放送事業者】 【番組製作会社】

7.9%

13.2%

25.7%
13.2%

40.1%

(N=152)

【ガイドラインの周知状況】
ガイドライン等の社内への周知状況はいかがですか。

【周知が進まない理由】
（「管理部門等、一部の社員以外は周知できていない」又は「ほとんど周知されていない」
と回答した方に対して）ガイドライン等の周知が進んでいない理由はなんですか。

41.2%

33.3%

29.4%

4.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

周知のための時間がとれない・・・42

社内に説明できる人がいない・・・・34

その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・30

無回答・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5

(N=102)

十分に周知されている 12

周知にばらつきがある 20

管理部門等、一部の社員以外は周知で
きていない

39

ほとんど周知されていない 20

無回答 61

合計 152

十分に周知されている 157

周知にばらつきがある 65

管理部門等、一部の社員以外は周知で
きていない

72

ほとんど周知されていない 30

無回答 161

合計 485

49.2%

37.3%

15.3%

6.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

周知のための時間がとれない・・・29

社内に説明できる人がいない・・・22

その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・9

無回答・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4

(N=59)

【ガイドラインの周知状況】
ガイドライン等の社内への周知状況はいかがですか。

【周知が進まない理由】
（「管理部門等、一部の社員以外は周知できていない」又は「ほとんど周知されていない」
と回答した方に対して）ガイドライン等の周知が進んでいない理由はなんですか。

32.4%

13.4%

14.8%

6.2%

33.2%

(N=485)
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３．研修会の開催等

放送コンテンツ適正取引推進協議会
平成31年度⾃主⾏動計画（推進計画）の主な内容（平成31年4⽉10⽇策定）

２．協議会テキストの活⽤等

４．ベストプラクティスの収集・共有

５．⾃主⾏動計画のフォローアップ

⇒ 協議会テキスト（「よくわかる放送コンテンツ適正取引テキスト」、平成31年2⽉に完成）を頒布するとともに、協議会
ホームページに掲載し、研修会等の教材として活⽤。

⇒ 総務省ガイドライン等の⾒直しを踏まえ、協議会テキストの改訂を検討する。

⇒ 協議会主催の研修会を開催（地⽅中⼼、年間２回程度）。※平成３０年度は⼤阪にて実施（平成３１年２⽉２１⽇）

⇒ 協議会、総務省、公正取引委員会、中⼩企業庁等が主催する研修会等のスケジュールを把握・整理した上で、
年間を通じての開催情報を提供し、参加機会の向上を図る。

⇒ 次年度以降、適宜フォローアップを実施。

⇒ 放送事業者側と番組製作会社側の双⽅におけるベストプラクティスを収集する。

１．総務省ガイドライン等の周知徹底
⇒ 協議会ホームページ（http://tekisei‐torihiki.org/）や協議会主催研修会等において、総務省ガイドラインフォロー

アップ調査の対象事業者（団体未加盟の番組製作会社を含む）に対して同調査を周知し、回答率の向上を図る。
⇒ 総務省ガイドライン等に関する理解促進とあわせて「下請法管理ツール」（下請事業者への発注業務を管理する電⼦的な

ツール。発注書等の⾃動⽣成が可能。）を提供し、実際の取引現場でも簡便に法令に即した運⽤ができるようにサポート。
⇒ 総務省ガイドラインを引き続き周知するとともに、平成31年4⽉からの働き⽅改⾰関連法施⾏を踏まえ、平成

30年12⽉の下請中⼩企業振興法「振興基準」の改正内容を周知しつつ、親事業者の働き⽅改⾰の実施により、下
請事業者への「しわ寄せ」が起こらないよう配慮が必要な旨を周知する。

⾚字が主な修正点


